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目標の進捗状況報告書
　　　（２０１２年度・大学）

　 　

対象部局

大項目

中項目
小項目
要素

小項目
要素

小項目
要素

小項目
要素

2009 2010 2011 2012 2013

→年齢構成別教員比率 C Ｃ Ｃ
  

→女性教員比率 C Ｃ Ｃ
  

→外国人教員比率 A Ａ Ａ
  

→補充人事委員会開催回数、答申
の有無 B Ｂ Ｂ

  

→「基礎演習」担当者全員を対象
としたFD研修会の実施の有無。 C Ｃ Ｂ

  

 ☆

左記目標の「指標」 2009 2010 2011 2012 2013

→ 　 　 　 　 　

→ 　 　 　 　 　 　

　

　

左記目標の「指標」

１．各年齢階層別の教員比率をいずれも３０％未満とする

２．教員の女性比率(現在約１４％）を２０％以上とする。

2009年度に設定した「目標」

2010年度以降に設定した「目標」

５．「基礎演習」の効果的な運用を行うため、その担当者を対象とする
FD研修会を実施する。

担当部局は　　　　　　　　☆印の箇所を記入してください。

Ⅰ．評価項目・要素と担当部局

教員の組織的な連携体制と教育研究に係る責任の所在の明確化

11.0.2 学部・研究科等の教育課程に相応しい教員組織を整備しているか。

本シートの自己点検・評価を行う部局と項目・要素は次のとおりである。

総合政策学部

教員に求める能力・資質等の明確化

11 教員・教員組織

編制方針に沿った教員組織の整備

授業科目と担当教員の適合性を判断する仕組みの整備

研究科担当教員の資格の明確化と適正配置（院・専院）

　　Ａ　：　目標実現のための計画や方策などを適切に実行し、目標を達成している。もしくはほぼ達成している。
　　Ｂ　：　目標実現のための計画や方策などを概ね適切に実行しているが、まだ目標は達成していない。
　　Ｃ　：　目標実現のための計画や方策などを実行しているが十分ではなく、目標は達成していない。達成にはまだしばらく時間がかかる。
　　Ｄ　：　目標実現のための計画や方策などを実行していない。当然目標は達成していない。

進捗評価はA､B､C､Dの４段階とし、2012年4月30日現在における目標の達成度評価(2013年度の達成に対してどこまで進んだかの評価)を行った。
A､B､C､D評価は目安として次のようなものである。

本項目において、2009年度～2013年度の中期的な「目標」と「指標」を次のとおり設定し、毎年度進捗状況の自己評価を行っている。

Ⅱ．目標の進捗評価と進捗状況報告（2012.4.30現在の進捗状況報告）
　《進捗評価》

教員の募集・採用・昇格等に関する規程および手続きの明確化

規程等に従った適切な教員人事

11.0.1 大学として求める教員像および教員組織の編制方針を明確に定めているか。

教員構成の明確化

進捗評価

ファカルティ・ディベロップメント（ＦＤ）の実施状況と有効性

11.0.3 教員の募集・採用・昇格は適切に行われているか。

11.0.4 教員の資質の向上を図るための方策を講じているか。
教員の教育研究活動等の評価の実施

３．外国人教員（ALEを含む）の比率（現在約３０％）を維持する

４．上記１～４を踏まえた補充人事委員会による採用計画を策定する
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　《進捗状況》　　

目標の進捗状況について次のとおり簡単に説明する。

目標１

目標２

目標３

目標４

目標５

備考

　《評価指標データ》

 総合政策という分野にふさわしい総合性と専門性を両立させた教育研究体制の実現に向けて、研究者教員、実務家教員、外国人教員、女性教員等の多様
な人材を、年齢構成等も勘案しながらバランス良く配置することを目指して、長期的視野で人事計画を立てている。
  とくに年齢層は、2012年４月の時点で60代が35.6％、50代が39％を占める等偏りが著しい。これは学部開設時やその後の学科増設時に採用された教員
が比較的年齢層が高かったことからくる構造的な問題であり、長らく是正が困難であった。
　現在、2012年度に多数の教員が定年退職を迎え、新任教員の採用人事を進めているところである。採用にあたっては教育課程への適合性を配慮すると
ともに、年齢・性別・国籍等のバランスがとれた人事を進めるべく、厳正な手続に努めているところである。

　上記の目標Ⅰ～３の達成のため、長期的視野での採用人事を計画している。また、教員の採用・昇進人事の手続きについて、人事
委員会等で検討を加え、総合政策学部にふさわしい人材の採用、適切な昇進に向けて規定の改定等を進めながら、学内の教員に随時
公表して、理解を深めている。

　　　（特定項目データ）本項目は数量的なデータによる評価（現状分析）が可能なため、次のとおり指標を定め経年比較している。

　多くの成果が上がっているとはいえ、学部として効率性と学生へのサービスの向上を両立させるための工夫がさらに必要である。
とくに、教員間の相互理解・協力が欠かせないと考えている。

　現在、基礎演習も含めて、初年時教育の抜本的な見直しをおこなっている。とくに、基礎演習においてはハンドブックの改訂、小
冊子類の刊行、各種教材の共有化等を進めて、ＦＤの向上に努めている。さらに各種の教育的イベント（リサーチ・コンソーシア
ム、リサーチ・フェア）等を通じて、異なる学年に属する学生間での交流を促進している。

　2011～2012年度に女性教員の比率が11.7％とさらに低下してしまった。上記のように、2013年度から赴任する新任教員において、
男女比を考慮した採用計画を進めているところである。

　外国人教員は2011～2012年度において、英語常勤教員（ALE）を含んだ場合はほぼ30％、専任教員に限っても20％を維持している。
2013年以降も大きな変化はない見込みである。また、教員の出身国も欧米等に偏っておらず、真のグローバリズムに基づいた人事を
進めている。

☆

単位 2008 2009 2010 2011 2012 備　考

指標1 専任教員1人あたりの学生数　（ST比） 人 43.6 39.9 40.1 40.6 26.8 学部

専門教育 ％ 59.8 65.6 61.1 58.5 59.7

教養教育 ％ 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

指標3 ％ 14.3 15.8 13.8 11.9 11.7 学部、センター、研究所

指標4 本学出身の専任教員の構成比率 ％ 20.4 17.5 15.5 13.6 15.0 学部、センター、研究所

教授 時間 13.0 11.7 12.6 13.3 11.2

准教授 時間 14.1 11.2 11.3 10.8 11.2

講師 時間 8.0 8.5 8.3 9.3 9.0

助教 時間 － － － － －

【総合政策学部】

指標2
必修科目および選択必修科目に
対する専任比率

学部、センター、研究所

指標5 専任教員の担当授業時間（平均） 45分をもって1時間に換算

教員組織における女性教員の比率
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